
 皆様、本日はお忙しい中、ご参加いただき、誠にありがとうございます。

 本日は、2022年3月期第3四半期決算及び通期予想、コロナ禍における戦略の進捗状況につ
いてご説明いたします。

 まず、第3四半期決算について説明します。4ページをご覧ください。







 連結営業収益は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う緊急事態宣言期間の長期化等の
影響を受けたものの、各事業における需要の緩やかな回復や分譲マンション販売の増加によ
り、対前年203億円増収の2,227億円となりました。なお、昨年度の第３四半期累計実績には
2020年5月に51%の持ち分を譲渡したJR九州ドラッグイレブンの営業収益124億円が含まれて
います。

 営業利益は、営業収益の増加に加え、引き続き鉄道事業を中心にコスト削減に努めたこと等に
より対前年213億円増益の27億円と黒字化しました。

 その結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は92億円となり、EBITDAについては、対前年
209億円増加し、226億円となりました。

 次のページをご覧ください。



 四半期ごとの決算推移を表しております。

 第３四半期単独では、2021年9月末の緊急事態宣言等の解除に伴う移動需要の回復により、各
事業が底堅く推移しました。結果として、コスト削減の継続的な取り組みの効果もあり鉄道事
業が黒字化したほか、駅周辺店舗の需要回復により流通・外食セグメントも黒字化しました。

 次に、「2022年3月期通期業績予想」について説明します。9ページをご覧ください。









 第３四半期は堅調に推移した一方、新型コロナウイルス感染症の感染再拡大や2022年1月中旬
以降の九州各県でのまん延防止等重点措置の実施に伴う外出・移動の自粛により、足元では鉄
道事業を中心にお客さまのご利用が減少しています。

 足元のご利用状況を踏まえ、第4四半期の鉄道事業における定期外収入とホテル稼働率等の想定
を見直しました。

 次のページをご覧ください。



 第３四半期決算実績及び足元の状況を踏まえた収益想定の見直しに加え、今期中の私募REITへ
の当社保有物件の売却に目処が立ったことから、営業収益として不動産販売事業収入に新たに
計上しました。

 その結果、通期の連結営業収益の予想を前回想定から170億円増収となる3,328億円に、連結
営業利益の予想については、前回想定から50億円増益となる27億円に、いずれも上方修正いた
しました。

 次のページをご覧ください。



 通期の連結業績予想のハイライトです。経常利益、当期純利益については、営業利益の上方修
正に伴い、いずれも前回想定から増益を見込んでおります。

 配当予想については、昨年11月2日公表の予想から変更しておりません。

 次に、コロナ禍における戦略の進捗状況について説明します。21ページをご覧ください。





















 まず、鉄道事業の構造改革の進捗状況を説明します。

 コロナ前の利用水準に戻らない中でも安定的に利益を創出するため、2020年3月期の鉄道事
業の営業費用の1割に当たる140億円以上の固定費削減を、次期中期経営計画期間中の早い
時期に実現するべく取り組んでいます。

 ネットシフトやリモートサポートといったDXの活用等による駅運営体制の見直しをはじめ
、車両・設備のスリム化、マルチスキル化の推進等、様々な視点で業務の見直しを行ってお
り、140億円の固定費削減を実現する施策の内容整理は概ね完了いたしました。

 次のページをご覧ください。



 今期は、安全を前提として主に緊急抑制や変動費の減による200億円のコスト削減を計画し
ており、第3四半期決算時点のコスト削減額は145億円と順調に進捗しています。

 このうちBPRによる固定費削減は24億円となり、140億円の早期効果発現に向けて取り組み
を推進するとともに、140億円を超える更なる固定費削減に向けた検討を継続しております
。

 今後は、より一層DXを推進し、新技術導入を検討する等、持続可能な交通ネットワークの
構築に向けた取り組みを加速してまいります。

 また、こうした取り組みの基盤となる人材の育成は重要と考えており、知識・スキルの還元
を見据えた、グループ外への戦略的な出向等を積極的に推進しています。

 次のページをご覧ください。



 持続可能なモビリティサービスを構築するための取り組みとして、MaaSの果たす役割は大
きいと考えております。

 2019年5月に北九州エリアでスタートした当社グループのMaaSの取り組みは、九州各地へ
と展開を進めています。今後も更なる取り組みの拡大、深度化を目指して、他の交通事業者
や地域の観光協会、自治体の方々、観光施設等の事業者と連携を強化してまいります。

 次のページをご覧ください。



 ホテル事業においても、マルチタスクの推進や委託業務の内製化といった取り組みにより構
造改革を進めてきた結果、損益分岐稼働率の引き下げを実現しており、第3四半期単独では
収支均衡を達成しました。

 新型コロナウイルス感染症の感染再拡大に伴い、足元では厳しい状況が続いておりますが、
引き続き徹底したコスト削減に取り組みながら、アフターコロナを見据えて一定の成長投資
を行ってまいります。

 次のページをご覧ください。



 私募REITを活用した持続的なまちづくりの推進について説明します。

 昨年12月に設立した私募REITに対し、3月を目途に当社の所有する九州内外の賃貸マンショ
ン・オフィスの売却を予定しており、売却収入は200億円程度となる見込みです。

 アセットタイプ毎の市況等を考慮しながら物件の売却を進め、獲得した売却収入やフィー利
益は九州を中心に再投資することで、循環型投資モデルを推進していきます。

 次のページをご覧ください。



 最後に、今後の事業ポートフォリオの強化について説明します。

 「駅への人流」に過度に依存しない事業ポートフォリオの構築を通じて、パンデミック等の
ボラティリティへの耐性を強化していくことは、当社グループにおける重要な課題です。

 コロナ禍でもBtoB事業は堅調に推移しており、例えば2017年10月に連結子会社化したキャ
タピラー九州は、高いブランド力や持続的で強固なビジネスモデルを軸に、当社グループの
強みである営業網や豊富なマネジメント人材の派遣等により堅調に推移しております。

 こうした事例も踏まえ、事業の特性や市場成長性、当社グループとのシナジーを意識しつつ
、駅への人流に依存しない成長性の高い事業への参入を検討していきます。

 以上で説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。




